
警報器を未だ設置していない世帯や条例に適合していない世帯への働きかけを進め、法令順守を
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 徹底し、住宅火災による死傷者を減らすとともに被害の軽減を図る。
展開方向

平成１６年の消防法改正により、我孫子市では平成１９年１０月２日から既存住宅を含めたすべての住宅に 通年：防災訓練やイベントなどの機会を捉え、設置促進と維持管理方法について広報を実施する。
住宅用火災警報器の設置が義務化されたことから、住宅の所有者等を対象に火災予防条例に適合した設置の 通年：市内循環路線バスの車内放送を実施する。
促進を図る。また設置から１０年以上経過している場合は、本体の劣化により適正に作動をしないことがあ 当該年度 ２月から５月：大字ごとに無作為抽出した世帯を対象に、消防職員が訪問して設置調査と未設置住宅への設
るため交換をするなど、適切な維持管理について広報を実施する。 執行計画 置促進を図る。また、設置率と条例適合率を集計する。

(3)事業内容 内　　容 １１月（秋の火災予防運動期間）、１２月（歳末火災予防期間）、３月（春の火災予防運動期間）：大型物
販店での火災予防店内放送の依頼。
住宅火災警報器設置状況調査世帯数 想定値 384当該年度

単位 世帯
活動結果指標 実績値 384

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内の住宅用火災警報器設置率を増加させる。 直接 住宅用火災警報器設置率＝（（住警器設置世帯数）＋（住警器一部設 % 79 80
置世帯数））÷（調査世帯数）×１００

令和 3年度 市内の住宅用火災警報器設置率を増加させる。 直接 住宅用火災警報器設置率＝（（住警器設置世帯数）＋（住警器一部設 % 83
置世帯数））÷（調査世帯数）×１００

令和 4年度 市内の住宅用火災警報器設置率を増加させる。 直接 住宅用火災警報器設置率＝（（住警器設置世帯数）＋（住警器一部設 % 85
置世帯数））÷（調査世帯数）×１００

住宅用火災警報器の普及促進を図っていくため、広報活動に変化を持たせる必要がある。また、維持管理についても働きかける
(7)事業実施上の課題と対応 必要がある。設置率を把握するため、毎年調査を継続する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（防火予防広報啓発品等） 62 消耗品（防火予防広報啓発品等） 55 51 消耗品（防火予防広報啓発品等） 55 消耗品（防火予防広報啓発品等） 55
印刷製本（住警器啓発用ポスター等） 39 印刷製本（住警器啓発用ポスター等） 21 21 印刷製本（住警器啓発用ポスター等） 21 印刷製本（住警器啓発用ポスター等） 21
手数料 16 手数料（消火体験ＬＰガス充てん等） 12 0 手数料（消火体験ＬＰガス充てん等） 12 手数料（消火体験ＬＰガス充てん等） 12

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 117 合　　計 88 72 合　　計 88 合　　計 88
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 117 88 72 88 88

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 5,220 5,220 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,517 5,308 5,292 4,438 4,438
(11)単位費用

11.86千円／世帯 13.82千円／世帯 13.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住宅火災による死者数の低減を図るため、消防法及び火災予防条例が改正され、一般住宅に住宅用火災警報器の設置が義 ●①事前確認での想定どおり
務化されたため普及促進を図るもの。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

すべての住宅に住宅用火災警報器を設置してもらうため、設置調査及び普及啓発活動を引き続き実施する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 住宅火災の予防及び被害軽減のため、市が主導して市民に働

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 きかけることが必要である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
79 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間を通しての普及啓発活動や、世帯対象の設置調査で未設置を確認した住宅へ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 73 91.25

の重点指導を実施した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,308 △791 5,292 99.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.51

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.51

% 10万円 1.38 91.39

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
国で示す方法で実施した調査結果は条例適合率６４％、設置率７３％で昨年度よりそれぞれ６％降下した。また、住宅用火災警報器が設置済み
の住宅には、定期的な作動確認及び設置から１０年を経過したときは、本体の交換を推奨している。本事業は住宅火災の予防及び被害軽減に効
果的な事業となっているため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 931 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 住宅用火災警報器の普及促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,309 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,308 千円 (うち人件費 5,220 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 住宅用火災



は、幼年期において正しい火の取扱いについて学び、園及び家庭における火災予防思想の普
施策目的・

(2)目的 どの関係機関と連携しながら、各種防火・防災訓練や住宅用火災警報器の設置促進などに努め、地域防災力 事業目的 及や将来における防火思想の普及を図る。女性防火クラブは、地域に身近なクラブ員として家庭の火災予防
展開方向

の強化を図ります。 について学び、防火防災意識の啓発など火災予防活動ができる人材を育成する。
幼年消防クラブは、現在、市内１２施設の幼稚園・保育園・こども園で組織され、園児が正しい火の使い方 幼年消防クラブ：消防出初式、消防防災まつりでマーチング等の演技を披露し、市民に防火防災意識の高揚
の学習や園の防火訓練などの活動が、園児のクラブ活動を見守る保護者の防火意識の向上及び地域による防 を呼びかける。
火思想の向上を図っている。 当該年度 女性防火クラブ：消防出初式・防災訓練・産業まつり・消防フェア等に参加し各地域の防災リーダーとして
女性防火クラブは、家庭の防火という面から活動し、研修会や市主催の諸行事に参加を進め各種訓練を通じ 執行計画 の知識を養う。（４月：役員会、総会及び研修会開催　７月：防火防災に関する視察研修　８月・２月役員

(3)事業内容 内　　容 地域における防災リーダーとして活躍できるクラブ員を育成する。 会開催　１０月・１１月・３月：イベントにて火災予防啓発活動　１月：婦人防火研修会）　
　　　　　　　  
女性防火クラブ員の研修、訓練及び防火意識の普及活動の実施回数× 想定値 240当該年度
参加人数（12回×20人） 単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域に身近なクラブ員を通し防火等思想の普及啓発から地域の連帯感と防火意識を高めてもらい火災の発生件数、被害の軽減を 間接 研修・訓練・普及啓発参加率＝実績参加人員/参加想定数 % 64 100
図る。

令和 3年度 地域に身近なクラブ員を通し防火等思想の普及啓発から地域の連帯感と防火意識を高めてもらい火災の発生件数、被害の軽減を 間接 研修・訓練・普及啓発参加率＝実績参加人員/参加想定数 % 100
図る。

令和 4年度 地域に身近なクラブ員を通し防火等思想の普及啓発から地域の連帯感と防火意識を高めてもらい火災の発生件数、被害の軽減を 間接 研修・訓練・普及啓発参加率＝実績参加人員/参加想定数 % 100
図る。
活動の場について、自治会や自主防災会を主管する市関係部課と機会を捉え連携し向上力のある効果的な活動が出来るよう努力

(7)事業実施上の課題と対応 する。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 26 研修旅費 1 0 研修旅費 1 研修旅費 1
食糧費（総会・役員会・研修賄い） 74 福祉バス燃料代（視察研修） 6 0 福祉バス燃料代（視察研修） 6 福祉バス燃料代（視察研修） 6
印刷製本費（法被） 169 食糧費（総会・役員会・研修賄い） 58 0 食糧費（総会・役員会・研修賄い） 58 食糧費（総会・役員会・研修賄い） 58
通信運搬費（総・理事会等通知用） 24 通信運搬費（総・理事会等通知用） 24 21 通信運搬費（総・理事会等通知用） 24 通信運搬費（総・理事会等通知用） 24
その他保険料（災害補償等共済保険） 131 その他保険料（災害補償等共済保険） 131 131 その他保険料（災害補償等共済保険） 131 その他保険料（災害補償等共済保険） 131
有料道路・駐車場使用料 18 有料道路・駐車場使用料 5 0 有料道路・駐車場使用料 5 有料道路・駐車場使用料 5
福祉バス燃料代（視察研修） 20

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 462 合　　計 225 152 合　　計 225 合　　計 225
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 462 225 152 225 225

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.4 0.4 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,480 3,480 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,862 3,705 3,632 4,575 4,575
(11)単位費用

20.26千円／人 15.44千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

防火・防災の意識を高め、家庭からの火災を予防するため、子ども向けの防火・防災・減災教育が必要であることから「 ○①事前確認での想定どおり
心に根ざした防災意識」「命を大切にする心」このような取り組みや活動を通じ、地域の一員として自助努力を向上させ ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る教育が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、「我が身・我が地域は自分で守る」を基本に家族から地域へと広げて行く活動が大切であり、その活動を行う上で ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

知識・技術の習得が重要となることから、研修会や地域の防災訓練、市内イベント等に参加しコミニュケーションを図り 新型コロナウイルス感染症の影響により、会員の心情に配慮したほか、各研修や訓練、イベント等が中止になったことか
地域のリーダーを育成することが必要である。 ら活動出来なかった。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 防火、防災、減災を目的としていることから、消防業務と合

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 致している。
□その他 　促進された 消防業務と連携した事業を推進している。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
64 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動することが出来なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,705 1,157 3,632 98.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

23.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、活動すること

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が出来なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.7

% 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市民の防火・防災意識を高め、安全安心に寄与することから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 932 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防団等の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 幼年消防クラブ員及び女性防火クラブ員の育成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,705 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

消防団員の確保に取り組むとともに、市民の防火・防災意識を一層高めるため、消防団や女性防火クラブな 幼年消防クラブ



火安全性を確保し、火災発生による人的、物的被害を未然に防ぎ、被害の軽減を
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 図る。
展開方向

建築基準法に基づく建築確認申請時の消防同意を実施するため、建築物の防火に関する審査を実施する。 消防同意に伴う審査を随時行う。また、建築物の複雑・多様化に伴い、審査事務に従事する職員の質を向上
させるため、消防用設備等の最新の知識・技術を習得する研修会・講習会の参加に努め、職員の自己研鑽を

当該年度 促す。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

消防同意審査事務件数 想定値 88当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 49

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 防火対象物（建築物）の建築主に消防法に基づく消防用設備等の設置について審査指導し防火及び構造上の安全性を高める。 直接 適正指導確認率＝消防同意件数/建築物許可等の消防同意受付件数 % 100 100

令和 3年度 防火対象物（建築物）の建築主に消防法に基づく消防用設備等の設置について審査指導し防火及び構造上の安全性を高める。 直接 適正指導確認率＝消防同意件数/建築物許可等の消防同意受付件数 % 100

令和 4年度 防火対象物（建築物）の建築主に消防法に基づく消防用設備等の設置について審査指導し防火及び構造上の安全性を高める。 直接 適正指導確認率＝消防同意件数/建築物許可等の消防同意受付件数 ％ 100

消防同意事務従事者者としての審査、指導能力の向上。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（関係法規集追録他） 80 消耗品（関係法規集追録他） 87 87 消耗品（関係法規集追録他） 87 消耗品（関係法規集追録他） 87
研修負担金（防火設備検査員講習） 59 研修負担金（消防設備点検資格者講習） 64 64 研修負担金（消防設備点検資格者講習） 64 研修負担金（消防設備点検資格者講習） 64

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 139 合　　計 151 151 合　　計 151 合　　計 151
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 139 151 151 151 151

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 6,960 6,960 6,960 6,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,179 7,111 7,111 7,111 7,111
(11)単位費用

79.77千円／件 80.81千円／件 145.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防同意は消防法第７条に基づく消防長又は消防署長の同意であり、防火対象物（建築物）の「防火安全対策」「消防活 ●①事前確認での想定どおり
動上の視点からの対策」「防火上の不備欠陥事項」について、設計段階から防火対策の専門機関である消防機関が係わり ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ より細かい審査、指導を行い規制していくことが最も合理的かつ効果的である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防法第７条の規定により、消防機関が実施しなければならない事務である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 建築許可等の消防同意は、消防法第７条の規定により、建築

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 物の所在地を管轄する消防長等の同意が必要なため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消防同意が必要な建築確認申請について、審査及び同意を滞りなく実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,111 68 7,111 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.41

% 10万円 1.41 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
消防法第７条に規定する建築許可等の消防同意は、建築物の所在地を管轄する消防長等の責務であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 933 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 消防同意事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,112 千円 (うち人件費 6,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,111 千円 (うち人件費 6,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 消防法に基づき建築物の防



消火のため受けた損害を明らかにして、火災予防対策及び警防対策に必要な基礎
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 資料を得て、市民に周知し類似火災の防止を図る。
展開方向

消防法第３１条及び我孫子市火災原因調査規程に基づき火災原因調査を実施する。 随時：火災発生時に火災原因調査を実施。
年間を通し各種講習会、研修会等に参加し、火災原因調査の進め方、多種多様にわたる火災の調査ポイント 　　　講習会や自衛消防訓練時などに出火原因等を広報し防火、減災に努める。
、調査資機材の使用方法等を学習させ火災への対応、原因究明の教養を深める。 当該年度 　５月：火災調査技術会議（東京・研究センター）　６月：予防事務研修（火災調査）
火災原因調査スキルの高い職員が中心となる火災原因プロジェクトチームを結成して、全体の火災原因調査 執行計画 １０月：火災科学セミナー（東京）　１１月：火災原因調査研修会（千葉市）

(3)事業内容 内　　容 の技能・技術を向上させる。 　２月：火災調査研究発表会（千葉市）

令和２年度火災原因調査件数 想定値 30当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 25

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 職員の火災原因調査技能をスキルアップすることで火災原因の判明率を向上させる。 直接 火災原因の判明率＝火災原因判明件数/全発生火災件数 % 94 100

令和 3年度 職員の火災原因調査技能をスキルアップすることで火災原因の判明率を向上させる。 直接 火災原因の判明率＝火災原因判明件数/全発生火災件数 % 95

令和 4年度 職員の火災原因調査技能をスキルアップすることで火災原因の判明率を向上させる。 直接 火災原因の判明率＝火災原因判明件数/全発生火災件数 % 95

複雑多様化する出火原因を究明するため、火災調査の担当職員のスキルアップは、必要不可欠の要素である。各種講習会、研修
(7)事業実施上の課題と対応 会になるべく多くの職員に参加してもらえるに事前計画を立て、職員の参加を求め、スキルアップを図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

研修旅費（火災原因調査研修） 13 研修旅費（火災原因調査研修） 8 0 研修旅費（火災原因調査研修） 8 研修旅費（火災原因調査研修） 8
消耗品（火災調査関係図書、火災原因 218 消耗品（火災調査関係図書、火災原因 200 200 消耗品（火災調査関係図書、火災原因 200 消耗品（火災調査関係図書、火災原因 200
調査用消耗品） 調査用消耗品） 調査用消耗品） 調査用消耗品）
研修負担金（火災科学セミナ―研修負担 4 研修負担金（火災科学セミナ―研修負担 4 0 研修負担金（火災科学セミナ―研修負担 4 研修負担金（火災科学セミナ―研修負担 4
金） 金） 金） 金）
予防活動用備品購入費 124 備品購入費（予備費充用） 60 60

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 359 合　　計 272 260 合　　計 212 合　　計 212
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 359 272 260 212 212

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,090 6,090 6,090 6,090

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,519 6,362 6,350 6,302 6,302
(11)単位費用

54.33千円／人 212.07千円／件 254
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法第３１条及び我孫子市火災原因調査規程に基づき火災原因調査を実施。 ●①事前確認での想定どおり
火災種別は建物、林野、車両、船舶、航空機、その他の全６種類あり、出火原因も社会情勢の移り変わりと複雑化で様々 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ であり、特に製品火災は高い知識が不可欠とされる。このような背景の中で火災原因調査技術と知識を高めて火災原因の ○要
   背景は？(事業の必要性) 判明率を向上させ、市民に周知されることにより類似火災等を防ぎ市民へ安全・安心な暮らしを提供する。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

火災予防の根幹は、火災発生の原因を究明することから始まる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 火災原因調査は、消防法第３１条により消防の責務である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 火災の原因並びに火災及び消火による損害を明らかにして、
□その他 　促進された 類似火災の防止など市民に火災予防対策の広報を実施した。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
消防法第３１条に基づく業務であることから、市民が直接関与することはできない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

令和２年度中の火災件数は２５件で、火災原因の判明件数は２２件であった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88 88
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,362 157 6,350 99.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響で、研修などが実施さ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 れなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.57

% 10万円 1.39 88.54

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
火災原因調査は、予防行政の原点であり、原因究明や損害等調査の統計は、火災予防や今後の警防活動上の資料として重要であるため、今後も
現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 934 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 火災原因調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,302 千円 (うち人件費 6,090 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,362 千円 (うち人件費 6,090 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 火災の原因並びに火災及び



団体 火災予防のために、人命危険や火災発生危険が高い建物の立入検査を重点的に実施するとともに、関係者へ
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 の消防法令順守の徹底及び違反の是正指導を行い、市民の安全安心の確保に努めます。
展開方向

火災予防のため消防法第４条、第１６条の５に規定する立入検査を実施します。なお、約２２００件ある防 ５月：防火管理講習会を開催する（一財）日本防火・防災協会、（一社）千葉県消防設備協会　共催
火対象物のうち、収容人員が３００人以上の大規模なもの、又は病院や社会福祉施設など避難困難者が入所 ８月：防火管理講習会を開催する（一財）日本防火・防災協会、（一社）千葉県消防設備協会　共催
するもの、屋内消火栓設備・スプリンクラー設備・自動火災報知設備など重大な消防設備が未設置のもの、 当該年度 １月：防火管理講習会を開催する（一財）日本防火・防災協会、（一社）千葉県消防設備協会　共催
防火管理者未選任や消防用設備点検の未実施など防火管理が不十分なものについては、人命危険や火災発生 執行計画 ２月：年間査察計画樹立。通年：危険物安全週間推進講演・危険物保安技術者講習会・移動貯蔵タンク定期

(3)事業内容 内　　容 危険が高いものと捉え、重点的に実施します。また約７０件ある危険物施設は３年間ですべての施設に立入 点検講習・消防用設備点検資格講習会・実務講習会 ・違反是正事例研修会・違反是正事例発表会・違反是
検査を実施します。立入検査指摘事項の補完として、防火管理講習会を年間６回市内で開催して資格取得の 正実務、他消防法改正に伴う説明会等出席
機会を増やします。職員教育として、違反是正に関する研修や消防法改正に伴う説明会には積極的に参加し 立入検査実施件数 想定値 200当該年度
最新の情報、知識の習得に努めます。 単位 件

活動結果指標 実績値 44

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 重点的な立入検査を実施し、関係者の意識を高めて、現況値を上げる 直接 現況値（点検報告率）＝点検報告済防火対象物数/点検を要する防火 % 58 58
対象物数

令和 3年度 重点的な立入検査を実施し、関係者の意識を高めて、現況値を上げる 直接 現況値（点検報告率）＝点検報告済防火対象物数/点検を要する防火 % 60
対象物数

令和 4年度 重点的な立入検査を実施し、関係者の意識を高めて、現況値を上げる 直接 現況値（点検報告率）＝点検報告済防火対象物数/点検を要する防火 % 65
対象物数

点検及び報告が未実施となる主な原因としては、防火対象物関係者の意識に起因していること、点検費用が負担となっているこ
(7)事業実施上の課題と対応 となどが挙げられます｡関係者の防火意識を向上させるとともに、消火器の点検には、自ら行う消火器の点検報告を利用するこ 代替案検討 ○有 ●無

とで、点検費用を抑制できることを周知する。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

普通旅費（予防事務担当者会議等） 5 普通旅費（予防事務担当者会議等） 4 2 普通旅費（予防事務担当者会議等） 4 普通旅費（予防事務担当者会議等） 4
研修旅費（違反是正研究会等） 58 研修旅費（違反是正研究会等） 35 26 研修旅費（違反是正研究会等） 35 研修旅費（違反是正研究会等） 35
消耗品（法令図書等） 165 消耗品（法令図書等） 181 177 消耗品（法令図書等） 181 消耗品（法令図書等） 181
印刷製本費（立入検査通知書等） 37 印刷製本費（立入検査通知書等） 34 31 印刷製本費（立入検査通知書等） 34 印刷製本費（立入検査通知書等） 34
通信運搬費（査察通知） 17 通信運搬費（査察通知） 17 17 通信運搬費（査察通知） 17 通信運搬費（査察通知） 17
有料道路・駐車場使用料 15 手数料（予防技術検定手数料） 17 17 手数料（予防技術検定手数料） 17 手数料（予防技術検定手数料） 17
研修負担金（消防設備点検資格講習） 33 有料道路・駐車場使用料 14 5 有料道路・駐車場使用料 14 有料道路・駐車場使用料 14

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 330 合　　計 302 275 合　　計 302 合　　計 302
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 330 128 129 134 134

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 174 146 □特会 □受益 □基金 ■その他 168 □特会 □受益 □基金 ■その他 168
換算人数(人) 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2
正職員人件費 10,560 10,440 10,440 10,440 10,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,890 10,742 10,715 10,742 10,742
(11)単位費用

54.45千円／件 53.71千円／件 243.52
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法第４条、第１６条の５に基づき防火対象物・危険物施設の関係者に対し消防用設備等設置維持管理のハード面だけ ●①事前確認での想定どおり
でなく、防火管理や消防訓練などソフト面も指導し火災の危険性をなくす。消防用設備等は、いつどんな時に火災が発生 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ しても確実にその機能を発揮できるものでなければならない。そのためにも日頃から適切な維持管理が必要である。した ○要
   背景は？(事業の必要性) がって対象物の関係者に対して点検及び報告の実施の更なる周知徹底を図るため、本事業が必要である。また、近年、雑 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

居ビル等で多くの死傷者等を伴う火災が相次いで発生していることや、東日本大震災での被害を受け消防法が改正され、 火災予防上危険性が高い、防火対象物及び危険物施設について立入検査を実施し、消防法令違反を是正している。
さらに防火安全対策の徹底を図らなければならない。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 消防法第４条及び第１６条の５の規定により、消防機関が火

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 災予防のため実施する。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
58 58 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消防検査や立入検査時に、消防用設備等の点検実施及び消防機関への報告につい
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 53 91.38

て指導した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,742 148 10,715 99.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.54

% 10万円 0.49 90.74

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、火災予防の施策実現に効果的な事業となっており、消防用設備等の点検を要する全ての防火対象物が、設備を点検し消防機関に報告
することを目標に今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 935 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 立入検査・消防用設備等の点検指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,744 千円 (うち人件費 10,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,742 千円 (うち人件費 10,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係



が災害予防上必要な知識技術を学び、事業所の安全管理の徹底と
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 意識の高揚を図る。また消防イベントに協力し、火災予防啓発活動を通して市民の防火防災意識の向上を図
展開方向

る。
平成１０年に我孫子市防火協会と我孫子市危険物安全協会が合併し、災害予防に必要な知識技術の研修を行 危険物保安講習年１回（東葛飾地区輪番）受付事務：千葉県内、東京都（随時実施）
い防火啓発の普及宣伝を図り地域の振興発展と福祉増進に寄与している団体の事務取り扱いをし、全国・県 火災予防啓発活動（消防フェア、産業祭り、消防防災まつり、春・秋季全国火災予防運動期間）
危険物安全協会関係の行う、保安講習、危険物取扱者試験の担当窓口になっている。 当該年度 防火ポスター展の実施による防火防災意識の向上、住宅火災警報器の普及活動、防火啓発ビデオの貸出、危

執行計画 険物事故の聴講・講習・会議、会員数の確保
(3)事業内容 内　　容

各年度保安講習受講該当者の変動あり 想定値 30当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 企業、事業者の防火管理及び危険物知識の向上と防火防災意識の普及活動により市内の防火、防災、減災を期待する。 間接 保安講習受講率=受講者/危険物保安講習該当者 % 100 100

令和 3年度 企業、事業者の防火管理及び危険物知識の向上と防火防災意識の普及活動により市内の防火、防災、減災を期待する。 間接 保安講習受講率=受講者/危険物保安講習該当者 % 100

令和 4年度 企業、事業者の防火管理及び危険物知識の向上と防火防災意識の普及活動により市内の防火、防災、減災を期待する。 間接 保安講習受講率=受講者/危険物保安講習該当者 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

防災協会事務及び火災予防啓発活動 防災協会事務及び火災予防啓発活動 防災協会事務及び火災予防啓発活動 防災協会事務及び火災予防啓発活動

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6
正職員人件費 5,280 5,220 5,220 5,220 5,220

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,280 5,220 5,220 5,220 5,220
(11)単位費用

176千円／人 174千円／人 104.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

消防法及び危険物に関する政令に基づき実施 ●①事前確認での想定どおり
大地震災害が起こる確率が高くなってきており、災害に対する知識の習得が必要となる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 防火対象物管理の徹底と防火、防災、減災に関する普及、広報をすることが必要となる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

消防法及び危険物に関する法令に基づく事業である。各団体、各企業に防火、防災、減災体制を指導する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 講習や試験等の事務は消防の業務である。

■提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

講習年や開催場所によって増減するため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 167 167
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,220 60 5,220 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響で、他の会場が開催中

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 止となったため、当市開催に集中したもの。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.92

% 10万円 3.2 166.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
火災予防の普及啓発を行うには、防災協会をはじめ各関係機関等の協力を得て、防火、防災、減債体制の意識向上に努めていく必要がある。
この事業は重要であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 937 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 防災協会の指導育成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,220 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 危険物施設及び防火対象物の企業、事業者



茂した雑草等の除去に関する条例に基づき、あき地の管理の適正化を図り、市民の良好な生活環
施策目的・

(2)目的 と連携を図りながら消防体制の強化を図ります。 事業目的 境を確保することを目的とする。
展開方向

　４月に市内全域において雑草等の繁茂が予想されるあき地の調査を行い該当地を決定、８月・11月の現地 ●調査
調査で繁茂が確認されたときは、所有者に対する刈り取り指導を実施。また、土地所有者からの雑草等の除 ４月：市内全域を調査し、該当地を決定
去事業者の問い合わせには、我孫子市雑草等事業者登録簿に登録された事業者の紹介や、自己で刈り取りを 当該年度 ５月：該当地の所有者等へ適正管理のお願い文を通知
希望する所有者に対する草刈り機の貸し出しを行う。　 執行計画 ８月、１１月：該当地調査（繁茂地には、所有者等へ適正管理依頼文を通知）

(3)事業内容 内　　容 　 １２月：現地調査で未刈り取り地を把握し、当該年度の実績値を算定　
２月：雑草刈取業者募集　　
雑草該当地件数 想定値 600当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 604

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 未刈り取り地の所有者に対する粘り強い指導を行い、現況値を上げる。 直接 現況値（雑草地の処理率）＝該当地雑草除去件数/該当地件数 % 93 93

令和 3年度 未刈り取り地の所有者に対する粘り強い指導を行い、現況値を上げる。。 直接 現況値（雑草地の処理率）＝該当地雑草除去件数/該当地件数 % 94

令和 4年度 未刈り取り地の所有者に対する粘り強い指導を行い、現況値を上げる。 直接 現況値（雑草地の処理率）＝該当地雑草除去件数/該当地件数 % 95

遠方に居住する所有者に対する訪問指導の不可や相続放棄されたあき地が増加している。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（替刃） 5 消耗品（ブルーマップ、替刃） 49 40 消耗品（ブルーマップ、替刃） 49 消耗品（ブルーマップ、替刃） 49
印刷製本費（窓付き封筒） 8 印刷製本費（窓付き封筒） 13 13 印刷製本費（窓付き封筒） 13 印刷製本費（窓付き封筒） 13
修繕料（草刈り機） 10 修繕料（草刈り機） 10 0 修繕料（草刈り機） 10 修繕料（草刈り機） 10
通信運搬費（空地等通知） 82 通信運搬費（あき地等通知） 83 62 通信運搬費（あき地等通知） 83 通信運搬費（あき地等通知） 83
その他保険料（施設所有（管理）者賠償 11 その他保険料（施設所有（管理）者 11 11 その他保険料（施設所有（管理）者賠償 11 その他保険料（施設所有（管理）者賠償 11
有料道路・駐車場使用料 12 賠償責任保険） 有料道路・駐車場使用料 10 有料道路・駐車場使用料 10

有料道路・駐車場使用料 10 4
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 128 合　　計 176 130 合　　計 176 合　　計 176
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 128 176 130 176 176

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9
正職員人件費 7,920 7,830 7,830 7,830 7,830

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,048 8,006 7,960 8,006 8,006
(11)単位費用

12.58千円／件 13.34千円／件 13.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例及びあき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例施行規則、我孫子市火災 ●①事前確認での想定どおり
予防条例に基づき実施。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　あき地が適正に管理されなければ、火災発生の危険性が増すだけでなく、犯罪、ごみの不法投棄、害虫の発生、交通障 ○要
   背景は？(事業の必要性) 害の原因にもなります。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

本事業は火災の発生を抑制し、清潔な生活環境を保持するため必要です。 事務取扱要領に基づき、該当地の定期調査を行い、適正な指導を実施している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった あき地に繁茂した雑草等の除去に関する条例等に基づき、市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が主導して指導することが実効性を確保している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 雑草の繁茂するあき地に対して、自治会等の活動において刈 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り り取りを実施するときは、所有者への確認、連絡等を調整し ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
93 93 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

雑草等の除去が必要なあき地の所有者等に対し、文書、口頭及び訪問により指導
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 89 95.7

した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,006 42 7,960 99.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.16

% 10万円 1.12 96.55

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、火災予防の施策実現のため、あき地の所有者等に適正管理について通知し、危険状態にならないように指導することが必要不可欠な
事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1377 課コード 1002 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 消防体制の強化・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 消防本部・予防課

個別事業 あき地の適正管理指導事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,007 千円 (うち人件費 7,830 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,006 千円 (うち人件費 7,830 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

火災や水害などの災害から市民の生命と財産を守るため、消防施設・装備を充実し、近隣自治体や関係団体 あき地に繁


